
JP 6027004 B2 2016.11.16

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　以下の（ａ）～（ｃ）の層を、この順で含む、積層体：
　（ａ）第一表面及び第二表面を有する、非シール性の、二軸延伸されている、自己支持
性の熱成形性コポリエステルフィルム層であって、前記第二表面は、前記積層体の露出し
た最も外側の表面を構成しており、かつ前記熱成形性コポリエステルフィルム層中のコポ
リエステルが、９０ｍｏｌ％～９７ｍｏｌ％の少なくとも１種の芳香族ジカルボン酸及び
１０ｍｏｌ％～３ｍｏｌ％の少なくとも１種の脂肪族ジカルボン酸を含む、熱成形性コポ
リエステルフィルム層；
　（ｂ）前記熱成形性コポリエステルフィルム層の前記第一表面上にある、積層接着層；
及び
　（ｃ）第一表面及び第二表面を有する、自己支持性の熱成形性構造フィルム層であって
、前記第一表面が前記積層接着層と接触している、熱成形性構造フィルム層、
ここで、
　ポリエチレンテレフタレートが、前記自己支持性の熱成形性コポリエステルフィルム層
の少なくとも８０重量％を構成し；
　前記熱成形性構造フィルム層は、ポリアミド、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリエ
チレンテレフタレート、アイオノマー、エチレンアクリル酸コポリマー、エチレンビニル
アセテートコポリマー、ポリスチレン、エチレンビニルアルコールコポリマー及びポリ塩
化ビニリデンからなる群より選択されるポリマーを含み；
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　前記熱成形性コポリエステルフィルム層、前記構造フィルム層、及び前記積層体は、沸
騰水への５秒間の曝露によって、長さ及び幅でそれぞれ５％未満で収縮し；かつ
　前記積層体は、熱成形性であり、かつクロロホルム溶出性が２１ＣＦＲ１７７．１６３
０第ｈ（１）項で定義されている要件を満たす。
【請求項２】
　前記構造フィルム層が、ポリアミドを含む、請求項１に記載の積層体。
【請求項３】
　前記構造フィルム層が、ナイロン６，６を含む、請求項１又は２に記載の積層体。
【請求項４】
　バリア層を、前記構造フィルム層の前記コポリエステルフィルム層とは反対側にさらに
含み、前記バリア層は、延伸ポリエチレンテレフタレート、ポリ塩化ビニリデン、エチレ
ンビニルアルコールコポリマー及びポリアミドからなる群より選択されるポリマーを含む
、請求項１～３のいずれか一項に記載の積層体。
【請求項５】
　前記コポリエステルフィルム層、前記積層接着層、前記構造フィルム層、及び前記バリ
ア層からなる請求項４に記載の積層体。
【請求項６】
　前記バリア層が、ポリ塩化ビニリデンを含む、請求項４又は５に記載の積層体。
【請求項７】
　前記バリア層が、前記構造フィルム層の前記第二表面にある、請求項４～６のいずれか
一項に記載の積層体。
【請求項８】
　前記コポリエステルフィルム層、前記積層接着層、及び前記構造フィルム層からなる、
請求項１～３のいずれか一項に記載の積層体。
【請求項９】
　前記積層体が、フランジ及び開口部を持つポケットを備えた熱成形した容器の形状であ
り、前記コポリエステルフィルム層の前記第二表面が、前記ポケットの内部表面及び前記
フランジの対になる表面を形成する、請求項１～８のいずれか一項に記載の積層体。
【請求項１０】
　請求項９に記載の積層体、及びヒートシール性フィルムを含む包装体であって、
　前記容器の開口部が、前記ヒートシール性フィルムによって閉止され、前記ヒートシー
ル性フィルムは、ヒートシール層をその表面に有する自己支持性のポリマーフィルムを含
み；
　前記ヒートシール性フィルムの前記ヒートシール層は、前記熱成形した容器の前記フラ
ンジの対になる表面に接触かつ結合しており；かつ
　前記ヒートシール性フィルムのクロロホルム溶出性は、２１ＣＦＲ１７７．１６３０第
ｈ（１）項で定義されている要件を満たす、
包装体。
【請求項１１】
　前記ヒートシール層が、アモルファスコポリエステルを含む、請求項１０に記載の包装
体。
【請求項１２】
　前記包装体が、少なくとも２５０ｇ／２５ｍｍで最大２５００ｇ／２５ｍｍの結合強度
で、前記キャッピングウェブとヒートシール結合を形成することができる、請求項１０又
は１１に記載の包装体。
【請求項１３】
　内封した食品をさらに含む、請求項１０～１２のいずれか一項に記載の包装体。
【請求項１４】
　１５０°Ｆ（６５．６℃）～４５０°Ｆ（２３２．２℃）の範囲の温度で、前記ヒート
シール層が破裂して、そして通気する、請求項１０～１３のいずれか一項に記載の包装体
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。
【請求項１５】
　２１０°Ｆ（９８．９℃）超の温度でのみ前記ヒートシール層が破裂して、そして通気
する、請求項１４に記載の包装体。
【請求項１６】
　２５０°Ｆ（１２１．１℃）超の温度でのみ前記ヒートシール層が破裂して、そして通
気する、請求項１４に記載の包装体。
【請求項１７】
　前記食品が、食肉、鳥肉、又はシーフードである、請求項１３～１６のいずれか一項に
記載の包装体。
【請求項１８】
　請求項９に記載の包装体の前記ポケットに前記食品を入れること、そして続いて前記フ
ランジにフィルムをヒートシールすることによって前記開口部をシールすることを含む、
食品を包装する方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　食品、より具体的には食肉、鳥肉及びシーフード製品のような物品は、熱可塑性フィル
ム又は積層体で包装して周囲からの汚染及び外観の毀損から保護し、また製品の流通及び
展示ケース又は他の販売所での展示に関して、耐久性がありかつ便利な包装体が提供され
ることがある。
【背景技術】
【０００２】
　成形し、製品を入れ、そしてシールして作られたフィルム製の包装体は、多くの用途向
けに多くの形状及び形態で存在し、そのような包装に通常用いられている。特に食肉製品
を取り扱う場合、食肉製品の鮮度、色、及び他の特性への悪影響を最小限とするように、
フィルムへの酸素の透過性を低減させるために、良好な酸素バリア特性を有するフィルム
を提供することが通常望ましい。
【０００３】
　多くの場合で、包装材料を取り除くことなく、中に含まれる食品を調理するために使用
できる包装体（「クックイン」パッケージ）を提供することが望ましい。通常のコンベク
ションオーブン若しくはマイクロ波オーブンでの加熱又は調理に好適である（「デュアル
オーブンに入れて使える（ｄｕａｌ－ｏｖｅｎａｂｌｅ）」）包装体、又は沸騰水中での
加熱に好適である包装体も、望ましい。包装体中の新鮮な食品、部分的に調理された若し
くは完全に調理された食品、又は付加価値が付けられた食品を、小売りレベルで購入し、
そしてこの包装体を、通常のオーブン又はマイクロ波オーブン中へ直接入れて、食品を調
理し、そして再加熱できることは特に便利である。
【０００４】
　熱成形方法、例えば減圧成形又はプラグ－アシスト減圧成形が、好適な包装体を製造す
るのに用いられることがある。一般的には、熱成形は、熱可塑性フィルム又は積層体を加
熱すること、及び後に入れられる製品を内封するのに適切な形状に成形することを含む。
このフィルム又は積層体は、「成形ウェブ」といわれることがあり、この包装体は、その
熱成形した包装体に接着している「キャッピングウェブ」フィルムで閉じられる。
【０００５】
　ポリオレフィン、例えばポリエチレンを含む共押出フィルムは、熱成形した包装体を製
造するのに用いられる場合がある。積層フィルムも用いられている。例えば、特許文献１
は、熱成形工程での成形ウェブとして好適に用いられる、ポリオレフィンを含む二軸延伸
熱可塑性複合フィルムを開示している。キャッピングウェブと熱成形した包装体とを、共
にヒートシールすることで、これら２つを結合させることは通常の方法である。したがっ
て、それぞれのフィルムは、ヒートシール性層をその表面に有するか、又はヒートシール



(4) JP 6027004 B2 2016.11.16

10

20

30

40

50

性のポリマーから完全に構成される。この２つのフィルムを共に加熱しながら押圧して、
その接合を有効にする。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許第４，９４０６３４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、ポリオレフィンを含むフィルムは、通常高温耐熱性を有しておらず、これがマ
イクロ波調理又は再加熱へのそれらの用途を限定的なものにする。他方で、ポリエチレン
テレフタレート（ＰＥＴ）フィルムは、高い耐熱性を有し、これがクックイン用途で好適
なものとしているが、ＰＥＴそれ自体は、例外的に高い温度での場合を除いて、ヒートシ
ール性ではない。もしヒートシール層がＰＥＴの両表面に与えられるならば、許容可能な
シール部を得ることができるが、これはフィルム製造プロセスに時間とコストを付加する
。しかし、ヒートシール接着層を有するＰＥＴフィルムを、ヒートシール接着層を有さな
い典型的なポリエステルフィルムにヒートシールしようとすると、結合強度が多くの用途
で受け入れられない程度に弱くなる。両方のフィルム表面にヒートシール層を与える必要
性は、フィルム製造プロセスに時間及びコストを付加する。したがって、別個のヒートシ
ール層を有さないが、それにもかかわらずヒートシール層を有するポリエステルキャッピ
ングウェブに有効にヒートシールできる熱成形性ポリエステルフィルムを与えることは有
利であろう。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　１つの態様では、本発明は、実質的に同一の広がりを有する以下の（ａ）～（ｃ）の層
を次の順で含む、積層体を与える：
（ａ）第一表面及び第二表面を有する、非シール性の、自己支持性の熱成形性コポリエス
テルフィルム層であって、上記第二表面は、上記積層体の露出した最も外側の表面を構成
している、熱成形性コポリエステルフィルム層；
（ｂ）上記熱成形性コポリエステルフィルム層の上記第一表面上にある、積層接着層；及
び
（ｃ）第一表面及び第二表面を有する自己支持性の熱成形性構造フィルム層であって、上
記第一表面が上記積層接着層と接触している層、
ここで、
　ポリエチレンテレフタレートが、上記自己支持性の熱成形性コポリエステルフィルム層
の少なくとも８０重量％を構成し；
　上記熱成形性構造フィルム層は、ポリアミド、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリエ
チレンテレフタレート、アイオノマー、エチレンアクリル酸コポリマー、エチレンビニル
アセテートコポリマー、ポリスチレン、エチレンビニルアルコールコポリマー及びポリ塩
化ビニリデンからなる群より選択されるポリマーを含み；
　上記熱成形性コポリエステルフィルム層、上記構造フィルム層、及び上記積層体は、沸
騰水への５秒間の曝露によって長さ及び幅でそれぞれ５％未満で収縮し；かつ
　上記積層体は、熱成形性であり、かつクロロホルム溶出性が２１ＣＦＲ１７７．１６３
０第ｈ（１）項で定義されている要件を満たす。
【０００９】
　他の１つの態様では、本発明は、上記のような積層体を含む包装体を与える。その積層
体は、フランジ及び開口部（ｏｐｅｎｉｎｇ）を持つポケットを備えた熱成形した容器の
形態であり、コポリエステルフィルム層の上記第二表面は、そのポケットの内部表面及び
上記フランジの対となる表面を形成し、ヒートシール性フィルムである。その容器の開口
部は、ヒートシール性フィルムによって閉じられる。ヒートシール性フィルムとしては、
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その表面に実質的に同一の広がりを持つヒートシール性層を有する自己支持性のポリマー
フィルムが挙げられる。ヒートシール性フィルムのヒートシール性層は、熱成形した容器
のフランジの対となる表面に接触し、かつ結合する。このヒートシール性フィルムのクロ
ロホルム溶出性は、２１ＣＦＲ１７７．１６３０第ｈ（１）項で定義されている要件を満
たす。
【００１０】
　他の１つの態様では、本発明は、食品を包装する方法を与える。これは、上述の積層体
の上記ポケットに食品を入れること、及びフィルムを上記フランジにヒートシールするこ
とによって上記開口部を実質的にシールすることを含む。
【００１１】
　本発明の積層体は、非シール性の熱成形性コポリエステルフィルム層を、その積層体の
表面に含み、これは積層接着剤によって熱成形性の構造フィルム層に結合している。本明
細書で用いる場合、用語「非シール性」とは、実施例に記載の試験法を用いてヒートシー
ルすることによって２つの材料片を共に結合しようとしても、少なくとも２００ｇ／２５
ｍｍの結合強度を生み出すことができないことを意味している。このような積層体のコポ
リエステル表面はそれ自身、ヒートシール性ではないが、ヒートシールを受容する、すな
わちヒートシール性表面層を有する他のフィルムが、ヒートシール条件の下で本発明のフ
ィルムのコポリエステル表面に強い結合を形成できる。
【００１２】
　本発明の積層体は、２００３年４月１日付の２１ＣＦＲ１７７．１６３０第ｈ（１）項
の要件を満たし、デュアルオーブンで使うことができる。ここで記載されている積層体及
び多層フィルムは、その文脈が他に明らかにしていない限り、相互に同一の広がりを有す
る層を有すると理解することができる。積層体の各層は、以下に詳細に記載される。積層
体から作られる熱成形した包装体をシールするのに用いることができる適切なキャッピン
グウェブの使用及びその構造体も記載される。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
熱成形性コポリエステリフィルム層
　熱成形は、その材料のガラス転移温度（Ｔｇ）超の温度であるが、（その材料が結晶成
分を有する場合には）その材料の結晶溶融温度（Ｔｍ）未満の温度（Ｔ１）にフィルムを
加熱すること、そして柔軟でゴム質の固体状態である材料に変形力を適用することを含む
。そして、このフィルムをガラス転移温度未満の温度に冷却し、柔軟でゴム質の状態の時
に導入した変形を保持する必要がある。
【００１４】
　さらに、破断伸び（歪み）（ＥＴＢ）は、熱成形工程の間に受ける歪みよりも大きい必
要があり、最大伸長での引張強度（ＵＴＳ）は、降伏応力よりも大きい必要がある。
【００１５】
　熱成形性は、変形させたフィルムが、冷却した際に変形した形状を保持することを必要
条件とする。したがって、熱成形性フィルムの重要な特徴は、フィルムを所望の歪みに伸
長させた後での加工温度で与えた応力の緩和である。この特徴は、通常、一定時間（秒単
位）後に残留している応力の百分率として表されるか、又は決められた百分率で応力が緩
和するのに必要な時間として表される。そして、これらのパラメータの値は、熱成形性フ
ィルム中で、できるだけ低いほうがよく、これは従来技術においても知られていることで
ある（例えば、“Ｖｉｓｃｏｅｌａｓｔｉｃ　Ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍ
ｅｒｓ”；　Ｊｏｈｎ　Ｄ．　　Ｆｅｒｒｙ，　ｐａｇｅ　８　ｅｔ　ｓｅｑ．，　３ｒ
ｄ　Ｅｄ，　Ｗｉｌｅｙ，　ＮＹ；　ＩＳＢＮ　０－４７１－０４８９４－１；　及び“
Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ　ｏｆ　Ｓｏｌｉｄ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ”
，　Ｉ．　Ｍ．　Ｗａｒｄ，　２ｎｄ　Ｅｄ．，　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙを参照）。
【００１６】
　本発明の目的に関して、フィルム又は積層体は、１３０℃で測定した場合に、破断伸び
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（歪み）が機械方向（ＭＤ）及び横断方向（ＴＤ）の両方で、２２０％超である場合には
、熱成形性であるとみなされるであろう。
【００１７】
　この熱成形性コポリエステルフィルム層は、部分的にアモルファスであり、その結果、
（あらゆる熱成形前の）この層の収縮は、加熱しても典型的には非常に小さい。典型的に
は収縮率は、機械方向（ＭＤ）及び横断方向（ＴＤ）の両方で（すなわち長さ及び幅の両
方で）、５％未満であり、より通常には３％未満である。熱成形される層の、収縮が実質
的にない性質は重要であり、これは過度の収縮が成形時に困難性をもたらす場合があるか
らであり、例えば成形工程中にフィルムのグリップを維持することができなくなる場合が
ある。
【００１８】
　結晶化度の割合は、間接的にポリマーのアモルファス含量の測定値を与え、これは比較
的低い結晶化度が比較的高いアモルファス含量を意味し、これはさらに熱成形するフィル
ムの性質について示唆を与えることがある。いくつかの実施態様では、熱成形性コポリエ
ステルは、約５０％未満の結晶化度分率を有し、より好ましくは約４５％であり、さらに
好ましくは５～約４２％であり、さらにより好ましくは３～約４０％の範囲である。
【００１９】
　熱成形性コポリエステルフィルム層は、自己支持性のフィルム又はシートであり、これ
は支持基体の不在下でも独立して存在できるフィルム又はシートを意味している。フィル
ム成形性熱可塑性コポリエステル樹脂が、熱形成性コポリエステルフィルム層の大部分を
構成し、そしてこの層の全重量に対して少なくとも５０％、好ましくは少なくとも６５％
、好ましくは少なくとも８０％、好ましくは少なくとも９０％、そして好ましくは少なく
とも９５％を構成する。典型的には、１種以上のフィラーがこの層の残部を構成してもよ
い。いくつかの場合には、この層は、フィルム成形性の熱可塑性コポリエステル樹脂から
なる。
【００２０】
　熱成形性コポリエステルフィルム層に有用な合成直鎖コポリエステルを、ジカルボン酸
又はその低級アルキルジエステル、例えばテレフタル酸（ＴＡ）、イソフタル酸、フタル
酸、２，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、２，７－ナフ
タレンジカルボン酸、コハク酸、セバシン酸、アジピン酸、アゼライン酸、４，４’－ジ
フェニルジカルボン酸、ヘキサヒドロテレフタル酸、又は１，２－ビス－ｐ－カルボキシ
フェノキシエタン（随意に、モノカルボン酸、例えばピバル酸と共に）と、１種以上のグ
リコール、特に脂肪族グリコール又は環状脂肪族グリコール、例えばエチレングリコール
、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，
４－シクロヘキサンジメタノール、及びジエチレングリコールとを、縮合させることによ
って得ることができる。一般的に、適切なグリコールは、低い分子量（すなわち、約２５
０未満）を有し、そしていくつかの実施態様では、２５０超の平均分子量を有するグリコ
ール、例えばポリ（アルキレンオキシド）グリコールの使用を避けることが望ましい。脂
肪族グリコールが好ましく、特にエチレングリコールが好ましい。ある実施態様では、ジ
エチレングリコールが、全ジオールの少なくとも１．５ｍｏｌ％、又は２ｍｏｌ％を構成
し、残部はエチレングリコールである。いくつかの実施態様では、最大で５ｍｏｌ％がジ
エチレングリコールであり、又は最大で３．５％がジエチレングリコールである。
【００２１】
　このコポリエステルは、少なくとも１種の芳香族ジカルボン酸を含み、好ましくは上記
の芳香族ジカルボン酸から選択される芳香族ジカルボン酸を含み、そして好ましくはこの
少なくとも１つの芳香族ジカルボン酸はＴＡである。１つの実施態様では、このコポリエ
ステルは、１種の芳香族ジカルボン酸のみを含み、これは好ましくはＴＡである。いくつ
かの実施態様では、スルホン化されているジカルボン酸モノマーの使用を避けることが望
ましく、すなわちスルホン酸基又はその塩を含むジカルボン酸（すなわち、－ＳＯ３Ｘ部
を含むジカルボン酸、ここでＸはＨ又はアルカリ金属であり、例えばスルホイソフタル酸
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ナトリウム）の使用を避けることが望ましい。
【００２２】
　コポリエステルは、ＣｎＨ２ｎ（ＣＯＯＨ）２｛ここで、ｎは２～８｝の一般式を有す
る少なくとも１つの（典型的には１つだけの）飽和脂肪族ジカルボン酸、例えばアゼライ
ン酸をさらに含む。１つの実施態様では、熱成形性コポリエステルフィルム層のコポリエ
ステルのジカルボン酸部分は、上述したような少なくとも１つの（そして好ましくは１つ
だけの）芳香族ジカルボン酸、及び上述したような少なくとも１つの（そして好ましくは
１つだけの）脂肪族ジカルボン酸からなる。
【００２３】
　好ましくは、このコポリエステルは、その全二酸部分に対して少なくとも９０ｍｏｌ％
の芳香族ジカルボン酸を有し、残部は、脂肪族ジカルボン酸である。より典型的には、そ
の量は、少なくとも９２ｍｏｌ％である。典型的には、最大で全二酸の９７ｍｏｌ％が芳
香族であり、より典型的には、最大で９５ｍｏｌ％が芳香族である。
【００２４】
　この熱成形性コポリエステルフィルム層は、この層の５０重量％のレベル以下でリサイ
クル材料を含むことができ、好ましくは少なくとも１０％であり、好ましくは少なくとも
２５％であり、より好ましくはこの層の少なくとも４０重量％である。「リサイクル材料
」という用語は、本発明の複合フィルムを構成する廃棄材を意味し、このような廃棄材は
、エッジトリミング部（典型的には、フィルム製造中にテンタークリップによって保持さ
れたフィルムのエッジ部分）から発生する場合があり、フィルムがその長手方向に沿って
スリットされた後に残された余剰のフィルムから発生する場合があり、スタートアップフ
ィルム（すなわち、製造ランの開始時に製造されるフィルム）から発生する場合があり、
又は本分野でよく知られた他の理由で不合格となったフィルムから発生する場合がある。
ヒートシール性層由来のワックスを含むことを考えれば、フィルム製造プロセスにおいて
問題を発生させることなく、リサイクル材料を、そのような高い割合で熱成形性コポリエ
ステルフィルム層に用いることができることは驚くべきことである。
【００２５】
　熱成形性コポリエステルフィルム層は、上記フィルム形成材料の１以上の別個の共押出
ししたサブレイヤーを有してもよい。それぞれのサブレイヤーのポリマー材料は、同じで
もよく、また異なっていてもよい。例えば、熱成形性コポリエステルフィルム層は、１以
上、２以上、３以上、４以上、又は５以上のサブレイヤーを有してもよく、そして典型的
な多層構造としては、ＡＢ型、ＡＢＡ型、ＡＢＣ型、ＡＢＡＢ型、ＡＢＡＢＡ型、又はＡ
ＢＣＢＡ型となることができる。好ましくは、熱成形性コポリエステルフィルム層は、一
層（ｍｏｎｏｌｉｔｈｉｃ）であり、１つの層のみを含む。すなわち、複数の共押出しコ
ポリエステルフィルム層が存在しない。この熱成形性コポリエステル層は、典型的には０
．５ｍｉｌ～４ｍｉｌの範囲の厚みを有し、これは望ましい最終的な構造によって変化す
る。延伸させなくてもよいが、典型的には二軸延伸させる。
【００２６】
　本発明による積層体は、キャッピングウェブへのヒートシール性の結合を（熱成形性コ
ポリエステル側に）形成することができる。その結合強度は、ＭＹＬＡＲ（商標）ＯＬ１
３フィルム（ＤｕＰｏｎｔ　Ｔｅｉｊｉｎ　Ｆｉｌｍｓ、リッチモンド、バージニア州）
をキャッピングウェブとして用いて、実施例に記載したように測定した場合に、典型的に
は、少なくとも２５０ｇ／２５ｍｍであり、より典型的には４００ｇ／２５ｍｍである。
本発明による包装体は、ＭＹＬＡＲ（商標）ＯＬ１３フィルム以外のキャッピングウェブ
を使用してもよいが、その積層体とキャッピングウェブとの間のヒートシール結合強度の
範囲は、上記の範囲になるであろう。上述したように、本発明の積層体の熱成形性コポリ
エステルフィルム層は、それ自身はヒートシール性ではなく、これは、それ自身に結合さ
せた場合のヒートシール強度が、実施例に記載したように測定して２００ｇ／２５ｍｍ未
満になることを意味している。
【００２７】
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積層接着層
　熱成形性コポリエステル層は、構造フィルム層に、積層接着剤を用いることによって、
積層される。積層接着剤は、例えば、ポリエステルウレタンであってもよい。この接着剤
は、典型的には溶液として適用することができる。
【００２８】
　溶媒系の接着剤を、当業者に公知の任意の手段によって、基材シートの一面（又は二面
）に適用することができる。例えば、このフィルムを、ローラー（例えば、ドクターロー
ル）コーティング、スプレーコーティング、グラビアコーティング、又はスロットコーテ
ィングによって、コーティングすることができ、好ましくはローラーコーティング又はグ
ラビアコーティングによって、溶液コーティングプロセスを用いて、コーティングするこ
とができる。
【００２９】
　例えば、２成分ポリエステルウレタン接着剤を、グラビアシリンダーによって、熱成形
性ＰＥＴに適用して、積層接着剤として使用することができる。この積層接着剤を、溶液
からそのウェブにわたって適用する。溶媒除去のために、熱の適用を必要とすることがあ
る。こうして２つのフィルム層を、標準的な積層条件を用いて積層する。
【００３０】
　また、この積層接着剤は、「無溶剤」であってもよい。無溶媒積層接着剤は、本分野で
知られており、例証すると、水性アクリルエマルション、ポリウレタン分散体、及び１０
０％固形分の１成分ポリウレタン系及び２成分ポリウレタン系が挙げられる。水性系は、
接着剤の適用後に、他の基材と結合させる前に水を除去するために、高温での乾燥が必要
である。他方で、１００％固形分のポリウレタン系は、硬化のためには化学反応に依拠し
ており、加熱を必要としない、又はほとんど必要としない。いくつかの用途では、積層接
着剤は、エラストマーであることが好ましく、典型的な実施態様はポリウレタンである。
【００３１】
　積層接着剤を、熱成形性コポリエステルフィルム層か構造フィルム層かのいずれか一方
、又はその両方に適用することができる。また、これらのフィルムの一方又は両方に、表
面処理、例えばコロナ処理をしてもよい。いくつかの場合には、フィルム表面と接着剤と
の結合を改善させるために、接着剤の適用前に、両方の表面をコロナ処理してもよい。積
層接着剤を周知のコーティング技術、例えば低粘度接着剤を計量して、第一のウェブ又は
基材にその接着剤を適用する複式塗工ロールシステム構造体に送ることによって、適用す
ることができる。そして、この第一のウェブは、加熱したニップロールによって、第二の
ウェブ又は基材と対になる。
【００３２】
　熱硬化性組成物を、積層接着剤のために用いてもよい。１つのそのような接着剤は、同
じ重量部のＭＯＲ－ＦＲＥＥ（商標）２２５ポリエステルポリオール、及びＭＯＲ－ＦＲ
ＥＥ（商標）Ｃ－３３イソシアナート（両方共に、ロームアンドハース社（スプリングハ
ウス、ペンシルベニア州）から入手可能）からなる。他の例としては、溶剤接着剤を挙げ
ることができ、例えばＡＤＣＯＴＥ（商標）８１２及びＡＤＣＯＴＥ（商標）８１１Ｂ、
又はＡＤＣＯＴＥ（商標）２５０ＨＶとＣｏｒｅａｃｔａｎｔ８６を挙げることができる
（全て、ロームアンドハース社（スプリングハウス、ペンシルベニア州）から入手可能）
。積層層は、接着層の厚みを含んで、典型的には０．５ｍｉｌ～１０ｍｉｌの範囲の厚み
を有する。
【００３３】
熱成形性構造フィルム層
　包装体の必要条件及び目的の使用条件に応じて、熱成形性コポリエステルフィルム層を
、熱成形性構造フィルム層に接着して積層して、全体の構造的性能を強化させる。構造フ
ィルム層に有用なポリマーフィルムの例は、ポリアミド（例えば、ナイロン）、ポリプロ
ピレン、ポリエチレン、アイオノマー、エチレンアクリル酸コポリマー、エチレンビニル
アセテートコポリマー、ポリエチレンテレフタレート、ポリスチレン、エチレンビニルア
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ルコールコポリマー及びポリ塩化ビニリデンである。１つの典型的なアイオノマーは、Ｓ
ＵＲＬＹＮ（商標）の商標名で、Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　ａｎ
ｄ　Ｃｏｍｐａｎｙ（ウィルミントン、デラウェア州）によって販売されている。
【００３４】
　いくつかの実施態様では、この層は、延伸ポリアミド（ナイロン）を含む抵抗層（ａｂ
ｕｓｅ　ｌａｙｅｒ）であってもよい。この層は、好ましくは、包装体を製造するのに用
いるシール化温度によって悪影響を受けない。この層の厚みで、包装体の剛性を制御する
ことができる。この層の厚みは、約１０μｍ～約２５０μｍ（０．４～１０ｍｉｌ）の範
囲となることができ、通常は約５０μｍ～約２００μｍ（２～８ｍｉｌ）の範囲である。
この層には、グラフィック的な要素、例えば印刷及びエンボス加工を与えて、消費者に情
報を与えることができ、及び／又は包装体に良好な審美性を与えることができる。好まし
くは、この層には、両面に印刷することができる。用いる特定のフィルムは、包装体の最
終用途に、一定程度依存するであろう。例えば、骨又は他の固い突起を含む包装体は、比
較的厚いフィルム積層構造体を必要とするであろう。積層構造体の厚みは、熱成形の間に
必要な谷部（ｄｒａｗ）の深さにも依存するであろう。強度のある層に関して好ましい材
料は、ポリアミド、例えば約０．５ｍｉｌ～約５ｍｉｌの厚みの二軸延伸ナイロンである
。外側層として用いられるナイロンは、約１～５ｍｉｌの厚みとなることができる。内部
層として他の層と組み合わされて用いられるナイロンは、約０．５～約１０ｍｉｌの厚み
となることができる。
【００３５】
　構造フィルム層を作製するのに用いられる適切なポリアミドとしては、脂肪族ポリアミ
ド、アモルファスポリアミド、又はこれらの混合物を挙げられる。本明細書で用いる場合
用語「脂肪族ポリアミド」は、脂肪族ポリアミド、脂肪族コポリアミド、及びこれらの混
合物又は配合物に言及することができる。本発明で用いるのに好ましい脂肪族ポリアミド
は、ナイロン６，６；ナイロン６；ナイロン６．６６；ナイロン６，１０；及びこれらの
混合物又は配合物である。ナイロン６，６は、例えばＤＡＲＴＥＫ（商標）の商標名の下
で、Ｅｘｏｐａｃｋ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｆｉｌｍｓ　Ｉｎｃ．（ウィットビー、
カナダ）から市販されている。ナイロン６は、例えばＮｙｌｏｎ４．１２の商標名の下で
、ＤｕＰｏｎｔから市販されている。ナイロン６．６６は、「ＵＬＴＲＡＭＩＤ（商標）
　Ｃ４」及び「ＵＬＴＲＡＭＩＤ（商標）　Ｃ３５」の商標名の下でＢＡＳＦから市販さ
れており、又は「ＵＢＥ　５０３３ＦＸＤ２７」の商標名の下で、宇部興産から市販され
ている。また、上記のナイロンの熱安定化－変性品、並びにそのナイロンの混合物及び配
合物を用いることもできる。
【００３６】
　本発明の積層体は、２００３年４月１日付の２１ＣＦＲ１７７．１６３０第ｈ（１）項
の要件を満たす。この条項は、蒸留水に２５０°Ｆ（１２１℃）で２時間さらしたときに
、食品に接触する表面が、この溶媒にさらす食品に接触する表面で０．０２ｍｇ／ｉｎ２

（０．００３１ｍｇ／ｃｍ２）以下でクロロホルム溶出量を生成すること；及びｎ－ヘプ
タンに１５０°Ｆ（６６℃）で２時間さらしたときに、食品に接触する表面が、この溶媒
にさらす食品に接触する表面で０．０２ｍｇ／ｉｎ２（０．００３１ｍｇ／ｃｍ２）以下
でクロロホルム溶出量を生成することを要求している。
【００３７】
キャッピングウェブ
　適切なキャッピングウェブは、ヒートシール性ポリマー層を単独で含むか、又は基材層
の表面に含み、このヒートシール性層を、使用時に積層体の熱成形性コポリエステル表面
に最終的にヒートシールする。（存在するならば）キャッピングウェブの基材層は、典型
的にはポリマーであり、また他の層を基材層のヒートシール性ポリマー層の反対側に付与
しても良いが、単一層（ｍｏｎｏｌｉｔｈｉｃ）であってもよい。ポリマー材料が、ヒー
トシール性層の大部分であり、ヒートシール性層の全重量の少なくとも５０重量％、好ま
しくは少なくとも６５重量％、好ましくは少なくとも８０重量％、好ましくは少なくとも
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９０重量％、及び好ましくは少なくとも９５重量％を構成する。典型的には、粘着剤、防
曇剤等の１種以上が、この層の残部を構成してもよい。いくつかの場合には、ヒートシー
ル性層は、ポリマー材料からなる。
【００３８】
　ヒートシール中に、ヒートシール性層のポリマー材料は、それを結合させる表面に接着
するために、適切にぬれさせるのに十分に低い粘度範囲まで軟化する。このヒートシール
結合は、ヒートシール性層のポリマー材料を、いずれかのフィルムの任意の他の層を溶融
させずに、加熱して軟化させること、及び圧力を掛けることによって達成される。そして
、ヒートシール性層のポリマー材料は、基材のポリマー材料の融点未満であり、ヒートシ
ール結合を形成できるような温度で軟化し始める必要がある。１つの実施態様では、ヒー
トシール性層のポリマー材料は、基材のポリマー材料の融点よりも約５～５０℃、好まし
くは約５～３０℃、そして好ましくは少なくとも約１０℃低い温度で，ヒートシール結合
を形成できる温度で軟化し始める必要がある。
【００３９】
　好ましい実施態様では、ヒートシール性層は、少なくとも１種の（そして好ましくは１
種のみの）芳香族ジカルボン酸、及び少なくとも１種の（そして好ましくは１種のみの）
脂肪族ジカルボン酸（又はその低級アルキル（すなわち炭素原子数１４までのアルキル）
ジエステル）から導かれるコポリエステル樹脂を含み、そして典型的には本質的にそのコ
ポリエステル樹脂からなる。有利には、そのコポリエステルの生成は、通常２７５℃まで
の温度で縮合又はエステル交換によって公知の方法で行われる。
【００４０】
　好ましい芳香族ジカルボン酸としては、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、２，
５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、２，７－ナフタレンジ
カルボン酸が挙げられ、そして好ましくは芳香族ジカルボン酸はテレフタル酸である。好
ましい脂肪族ジカルボン酸は、一般式ＣｎＨ２ｎ（ＣＯＯＨ）２｛ｎは２～８｝の飽和脂
肪族ジカルボン酸、例えばコハク酸、セバシン酸、アジピン酸、アゼライン酸、スベリン
酸、又はピメリン酸であり、好ましくはセバシン酸、アジピン酸、及びアゼライン酸であ
り、より好ましくはアゼライン酸である。１つの実施態様では、相対軟化温度に関して上
述したように、ヒートシール性層のコポリエステルが基材層の組成とは異なる組成である
限り、このポリエステルは、９０％以下の芳香族ジカルボン酸（好ましくはＴＡ）及び少
なくとも１０％の脂肪族ジカルボン酸を含有し、ここでこのパーセントはこのコポリエス
テルの総二酸含量のモルパーセントである。好ましくは、ヒートシール性コポリエステル
に存在する芳香族ジカルボン酸は、このコポリエステルのジカルボン酸成分に基づいて、
約８０モル％以下であり、そして好ましくは４５～８０モル％の範囲であり、より好まし
くは５０～７０モル％の範囲であり、とくには５５～６５モル％の範囲である。ヒートシ
ール性コポリエステルに存在する脂肪族ジカルボン酸は、このコポリエステルのジカルボ
ン酸成分に基づいて、少なくとも約２０モル％であり、そして好ましくは２０～５５モル
％の範囲であり、より好ましくは３０～５０モル％の範囲であり、とくには３５～４５モ
ル％の範囲である。いくつかの実施態様では、スルホン化されているジカルボン酸モノマ
ー、すなわちスルホン酸基又はその塩を有するジカルボン酸（すなわち、－ＳＯ３Ｘ部位
（ＸはＨ又はアルカリ金属）を含むジカルボン酸、例えばスルホイソフタル酸ナトリウム
））の使用を避けることが望ましい。
【００４１】
　好ましいグリコールは、脂肪族グリコールであり、より好ましくはアルキレングリコー
ルである。したがって、適切なグリコールとしては、脂肪族ジオール、例えばエチレング
リコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、１
，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、２，２－
ジメチル－１，３－プロパンジオール、ネオペンチルグリコール、１，６－ヘキサンジオ
ールが挙げられる。エチレングリコール又は１，４－ブタンジオールが好ましい。そして
、このグリコールは、適切には低分子量のジオール（すなわち、約２５０未満の分子量を
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有するジオール）である。いくつかの実施態様では、２５０超の平均分子量を有するジオ
ール、例えばポリ（アルキレンオキシド）グリコールの使用を避けることが望ましい。そ
して、ヒートシール性層のコポリエステルは、適切には直鎖のコポリエステルである。こ
のヒートシール性層には、異なるポリエステルの配合物を用いるよりは、典型的には単一
のポリエステル種を用いる。
【００４２】
　好ましくは、このコポリエステルのＴｇは、約２０℃以下、好ましくは約１０℃以下、
好ましくは約０℃以下、そして好ましくは約－２０℃以下である。１つの実施態様では、
コポリエステルの融点Ｔｍは、好ましくは約１６０℃以下、好ましくは約１５０℃以下、
好ましくは約１４０℃以下、そして好ましくは約１３０℃以下である。
【００４３】
　そのようなコポリエステルの特に好ましい例は、（ｉ）アゼライン酸及びテレフタル酸
と、脂肪族グリコール、好ましくはエチレングリコールとのコポリエステル；（ｉｉ）ア
ジピン酸及びテレフタル酸と、脂肪族グリコール、好ましくはエチレングリコールとのコ
ポリエステル；及び（ｉｉｉ）セバシン酸及びテレフタル酸と、脂肪族グリコール、好ま
しくはブチレングリコールとのコポリエステルである。好ましいポリマーとしては、－４
０℃のガラス転移温度（Ｔｇ）及び１１７℃の融点（Ｔｍ）を有する、（好ましくは、４
５～５５／５５～４５／１００の相対モル比の組成を有する）セバシン酸／テレフタル酸
／ブチレングリコールのコポリエステル、及び－１５℃のガラス転移温度（Ｔｇ）及び１
５０℃の融点（Ｔｍ）を有する、（好ましくは４０～５０／６０～５０／１００の相対モ
ル比、より好ましくは４５／５５／１００の相対モル比の組成を有する）アゼライン酸／
テレフタル酸／エチレングリコールのコポリエステルが挙げられる。このヒートシール性
層は、所望の最終構造に応じて、典型的には０．５ｍｉｌ～２．０ｍｉｌ（１３μｍ～５
１μｍ）の範囲の厚みを有する。
【００４４】
　基材層は、任意の様々な材料から構成されていてもよく、例えば限定されないが、二軸
延伸ポリエチレンテレフタレートフィルム、ＰＥＴスクリム、及びナイロンフィルムが挙
げられる。キャッピングウェブとして用いるために適切な１つの典型的な共押出しフィル
ムは、透明な結晶性ＰＥＴ層、及びアモルファスコポリエステルヒートシール層を含む。
この種類のフィルムは、ＤｕＰｏｎｔ　Ｔｅｉｊｉｎ　ＦｉｌｍｓよりＭＹＬＡＲ（商標
）８５１の商標名の下で入手可能である。基材層は、典型的には０．５ｍｉｌ～２．０ｍ
ｉｌ（１３μｍ～５１μｍ）の範囲の厚みを有する。基材層は、無延伸でもよいが、好ま
しくは二軸延伸されている。
【００４５】
　随意に、キャッピングウェブは、グラフィック、製品情報等を与えるために、表面に印
刷され、又は裏面に印刷される（すなわち、最終のフィルムの内側になることになる面に
印刷される）。有利には、印刷は、熱成形に付されないキャッピングウェブに適用され、
これによりグラフィックは歪まない。印刷した特徴を含むキャッピングウェブの特定の例
としては、最外層から最内層に、ＰＶＤＣコーティング／ナイロン／インク／接着剤／Ｐ
ＥＴ／ヒートシール層；ナイロン／ＰＶＤＣコーティング／インク／接着剤／ＰＥＴ／ヒ
ートシール層；又はナイロン／インク／接着剤／ＰＶＤＣコーティング／ＰＥＴ／ヒート
シール層が挙げられる。これらの例では、インク層が、上記の任意の積層接着剤でなされ
てもよい接着による積層の前に、第二のフィルムに適用される印刷グラフィックを表して
いる。例えば、延伸ＰＥＴと共にアモルファスコポリエステルヒートシール層を含む基体
フィルムを、ナイロン層及びＰＶＤＣバリアコーティングを含む第二のフィルムに、接着
して積層することができる。ＰＶＤＣコーティングが、ＰＥＴフィルムに対面してもよい
。
【００４６】
フィルム形成プロセス
　この積層体又はキャッピングウェブを調製するのに有用なフィルムは、本分野で知られ
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ている事実上すべてのフィルム形成方法によって製造することができる。それは、例えば
キャスト法、押出法、共押出法、積層法等であってもよく、様々な方法（インフレーショ
ンフィルム法、機械的伸長法等）による（単軸又は二軸の）延伸、であってもよい。当業
者に知られた様々な添加剤が、各フィルム層に存在することができ、結合層等が存在して
もよい。添加剤としては、酸化防止剤及び熱安定剤、紫外（ＵＶ）線安定剤、顔料及び染
料、フィラー、艶消し剤、滑り防止剤、可塑剤、ブロッキング防止剤、他のプロセス助剤
等が挙げられる。
【００４７】
　フィルムの製造を、任意の公知の方法で行うことができる。例えば、第一のフィルムを
、いわゆる「インフレーションフィルム（ｂｌｏｗｎ　ｆｉｌｍ）」法又は「Ｔダイ（ｆ
ｌａｔ　ｄｉｅ）」法を用いて、組成物を押出すことによって製造することができる。イ
ンフレーションフィルムは、環状のダイを通じてポリマー組成物を押し出して、そして得
られるチューブ状フィルムを、気流を用いて伸長させてインフレーションフィルムを与え
ることによって、製造される。キャストＴダイフィルムは、Ｔダイを通じて組成物を押出
すことによって製造される。このダイを出るフィルムを、少なくとも１つの内部に循環流
体を含むロール（チルロール）又は水槽によって冷却して、キャストフィルムを与えるこ
とができる。
【００４８】
　単層フィルム又は複層フィルムは、比較的高いブローアップ比で押出ダイから、高温ブ
ローされてもよい。適切な熱可塑性ポリエステルは、好ましくは結晶性であり、かつ比較
的高い分子量を有して、ブローアップ工程中にフィルムの完全性を維持する。ポリエステ
ルを、高温ブロープロセス中に十分に伸長して、長手方向（機械方向）及び横断方向の両
方にバランスの良い延伸を与えることができる。
【００４９】
　あるいは、熱可塑性結晶材料を、伸長延伸させて、二軸延伸フィルムを得ることができ
る。例えば、インフレーション成形法によって、チューブを押し出して、そして冷却し、
再加熱して、そして伸長する。このプロセスは、本分野で周知である。伸長延伸した材料
の場合には、上述の高温ブロープロセスと比較して低い温度で、このチューブは、伸長し
延伸される。
【００５０】
キャッピングウェブでシールされた熱成形積層包装体
　このフィルム積層体を、多数の用途に用いることができ、例えば、多数の製造者（例え
ば、Ｒｅｐａｋ、Ｔｉｒｏｍａｔ　ＵＬＭＡ、及びＭｕｌｔｉ－Ｖａｃ）から入手できる
既存の包装（ＦＦＳ：ｆｏｒｍ，ｆｉｌｌ　ａｎｄ　ｓｅａｌ）機を用いて包装体を形成
するために用いることができる。典型的なプロセスでは、この積層体を、フランジ及び開
口部（ｏｐｅｎｉｎｇ）を持つポケットを備えた容器の形状に、熱成形する。ここでは、
コポリエステルフィルム層が、ポケットの内部表面及びフランジの対になる表面を形成す
る。キャッピングウェブのヒートシール性層を、そのフランジに減圧下でシールして、こ
の包装体を密封してシールする。
【００５１】
　この包装体は、典型的には食品、例えば食肉、鳥肉、シーフード、非食肉製品を含むこ
とができる。本発明の包装体に包装できる食品の例としては、加工肉、例えばソーセージ
、ホットドッグ等が挙げられる。食品としては、付加価値が与えられた、熟成された、液
漬けにされた、及び／又は下ごしらえされた食肉製品又は調理食品も含む。また、食品は
、全筋（ｗｈｏｌｅ－ｍｕｓｃｌｅ）及び／又は骨入りの肉部並びに鳥肉部であってもよ
く、例えば限定されないが、豚ロース、ターキー又は鶏の胸肉等であってもよい。鳥肉と
しては、簡単に調理できる丸ごとの鳥を含む。この包装体を、調整雰囲気包装用途又は減
圧包装用途において、新鮮な食肉、鳥肉及びシーフードを内封するために用いてもよい。
この包装体は、デュアルオーブンに入れて使える。また、この包装体は、ヒートシール層
が軟化するにしたがって、調理中に自己通気性となるように設計することができる。
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【００５２】
　本発明の好ましい包装体は、（ａ）上記の熱成形性積層体、及び（ｂ）キャッピングウ
ェブから本質的になり、ここでキャッピングウェブは、積層体が熱成形された後、積層体
にヒートシールされる。典型的には、熱成形性積層体は、ポケットを形成するために用い
ることができ、そしてインラインの包装機械で内容物（例えば、鳥肉）をこのポケットに
入れる。そして、積層体とキャッピングウェブとが互いに密封してシールするように、ヨ
コ型包装機（ｈｏｒｉｚｏｎｔａｌ　ｆｏｒｍ，ｆｉｌｌ　ａｎｄ　ｓｅａｌ　ａｐｐｌ
ｉｃａｔｉｏｎｓ）で積層体のマージン部をキャッピングウェブにヒートシールすること
によって、ポケットを閉止することができる。
【００５３】
　通気領域は、加熱の時に単に包装体表面にスリットを与えることで、包装体の任意の場
所に作製することができる。
【００５４】
　上述のように作製した包装体は、デュアルオーブンに入れて使える。そして、積層体及
びキャッピングウェブの選択によって、典型的な調理温度で自己通気性となることができ
る。自己通気性は、包装体を開ける時に蒸気噴射が起こる可能性を最小化するために望ま
しい安全性の機能である。通常のオーブンにおいて、シール部がその軟化点に達し、かつ
十分な圧力が内部に発生すると、シールは破裂し、そして包装体が通気する。また、望ま
しいならば、この通気は、食肉を褐色化するため換気を促進する。他の１つの例では、シ
ール部の厚み及びシール温度を設計して、食品が１７０°Ｆ（７６．７℃）に達した時に
、（破裂によって）通気させることができる。これは、マイクロ波で食品を加熱する時に
有用となることができ、ここでは自己通気性の特徴は、温度インジケータとして機能して
、食品が適切な温度に加熱されており、そして消費に適していることを示す。
【００５５】
　加熱して通気するシールを作製するのに適した典型的なヒートシールポリマーの１つは
、アモルファスコポリエステルである。自己通気性包装体に用いることができる成形ウェ
ブ又はキャッピングウェブの調製に適切な共押出フィルムは、透明ＰＥＴ層及びアモルフ
ァスヒートシール層を含む。（透明ＰＥＴ及びヒートシール層の様々な厚みを有する）こ
の種類のフィルムは、ＭＹＬＡＲ（商標）ＯＬの商標名の下で、ＤｕＰｏｎｔ　Ｔｅｉｊ
ｉｎ　Ｆｉｌｍｓから入手可能である。
【００５６】
　いくつかの実施態様では、この包装体の温度が１５０°Ｆ（６５．６℃）～４５０°Ｆ
（２３２．２℃）に達した時に、包装体が通気することがある。いくつかの実施態様では
、この包装体は、２１０°Ｆ（９８．９℃）超の温度、又は２５０°Ｆ（１２１．１℃）
超の温度、でのみ通気する
【００５７】
　本発明の包装体には、他の特徴、例えば包装体の開封に役立てるミシン目、裂け目等を
組み入れてもよい。ポリアミド及びＰＥＴ（ヒートシール性）の組合せは、切欠きを入れ
る前の包装体を、機械方向又は横断方向のいずれかで直線状に裂いて開けることができる
という点で、優れた引裂け方向性を与える。これらの引裂き特性は、包装体の構成及び設
計に非常に高い自由度を与える。したがって、加熱後に食品を得るための開封場所を、包
装体の特定の部分（例えば、上部）に限定しない。これは、開封のための望ましい場所の
包装体の側面に切欠きを入れることを可能とする。
【実施例】
【００５８】
　以下の試験方法を用いて、本発明の積層体及びそれから作られた包装体の特定の特性を
決定することができる。
【００５９】
　複合フィルムのキャッピングウェブへのヒートシール強度を、以下のように測定する。
Ｓｅｎｔｉｎｅｌシーラーを用いて、１６０℃の温度で１秒間、８０ｐｓｉ（０．５５Ｎ
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／ｍｍ２）の圧力の下で、キャッピングウェブを熱成形性積層体の熱成形性コポリエステ
ル層の表面にシールする。熱成形性積層体及びシールしたキャッピングウェブの（２５ｍ
ｍ幅の）ストリップを、シール部に対して９０°で切断して、そしてシール部を引っ張っ
て離すのに必要な荷重を、０．２５ｍ／分のクロスヘッド速度で運転したＩｎｓｔｒｏｎ
を用いて、測定した。この手順を、通常５回繰り返し、そして５回の結果の平均値を計算
した。
【００６０】
　それ自体への複合フィルムのヒートシール強度は、共に配置して、そして２つのフィル
ムのサンプルのヒートシール性層を、１６０℃で０．５秒間、８０ｐｓｉ（０．５５Ｎ／
ｍｍ２）の圧力の下で、加熱することによって測定する。シールしたフィルムを室温まで
冷却し、そしてこのシールした複合材を、２５ｍｍ幅のストリップに切り出す。ヒートシ
ール強度は、０．２５ｍ／分の一定速度でフィルムの層を剥離するための、シールの幅当
たりの直線状の張力の下で必要な力を測定することによって決定する。
【００６１】
　収縮は、１９０℃のオーブンに５分間サンプルを置き、そして機械方向及び横断方向の
両方で、５つのフィルムのサンプルに基づいて平均の収縮％を決定することによって、測
定する。
【００６２】
　ガラス転移温度は、示唆走査熱量計（ＤＣＳ）によって測定する。フィルムからとった
１０ｍｇのポリマー試料を、１２時間、減圧下で、８０℃で乾燥する。乾燥した試料を、
２９０℃で２分間加熱し、そして冷えたブロック上で急冷する。急冷した試料を、０℃か
ら２９０℃に、２０℃／分の速度で、Ｐｅｒｋｉｎ－Ｅｌｍｅｒ　ＤＳＣ７Ｂ示唆走査熱
量計を用いて加熱した。この熱量計を、２０℃／分の加熱速度で校正し、それにより冷却
温度を、コンピュータが出した結果に３．９℃を加えて補正した。
【００６３】
　結晶化度の割合を、Ｐｅｒｋｉｎ－Ｅｌｍｅｒ　ＤＳＣ７Ｂ示唆走査熱量計を用いて測
定した。フィルムからとった５ｍｇグラムのサンプルを、０℃から３００℃に８０℃／分
で加熱し、そして結晶化度の割合を、当分野で周知の方法で計算した。
【００６４】
積層体の調製及び熱成形
　本発明による積層体を形成するための典型的なプロセスは、以下の通りである。熱成形
性コポリマーフィルム及び構造フィルムの結合させる表面に、コロナ処理をする。ＭＯＲ
－ＦＲＥＥ（商標）２２５（ポリエステル）／ＭＯＲ－ＦＲＥＥ（商標）Ｃ－３３（イソ
シアネート）の重量による１：１の混合物を、室温で、２．０～２．５ｇ／ｍ２の割合で
、グラビアロールによって適用した。積層したフィルムを、約５００ｆｔ／分の速度の５
２～５６℃で加熱したニップロールに通過させ、そしてフィルムを巻き取り、初期の硬化
が起きるように室温で４８時間置いた。そして、このフィルムのロールを、４０～４５℃
の温室に移し、硬化が完了するまで５日間維持した。この時、積層の結合強度は、典型的
には１０００ｇ／２５ｍｍから破壊強度までの範囲である。例１～４は、本発明の典型的
な積層体を表している。
【００６５】
　本発明による積層体を熱成形するための典型的なプロセスは、以下の通りである。熱成
形性積層体を加熱して、Ｍｕｌｔｉｖａｃ包装機械、例えば約最深点が４インチである梨
型モールド（ｐｅａｒ－ｓｈａｐｅｄ　ｍｏｌｄ）を備えたＭｕｌｔｉｖａｃ５３０を用
いて形成する、この形成温度は、１３０℃～２１５℃の範囲に設定され、形成時間及び減
圧度は、典型的にはそれぞれ２．０秒及び１０ｍｂａｒで設定する。
【００６６】
例１
　室温で混合したＭＯＲ－ＦＲＥＥ（商標）２２５及びＭＯＲ－ＦＲＥＥ（商標）Ｃ－３
３からなる無溶剤接着剤を用いて、室温で、２ｍｉｌの二軸延伸ポリエステルフィルムを
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、４ｍｉｌのＤＡＲＴＥＫ（商標）Ｈ９１７熱安定化ナイロン６，６フィルム（Ｅｘｏｐ
ａｃｋ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｆｉｌｍｓ　Ｉｎｃ．、ウィットビー、カナダ）と積
層した。両方のフィルムを積層前にコロナ処理した。ポリエステルの二酸成分は、９３／
７　ｗｔ／ｗｔのテレフタル酸／アゼライン酸であり、ジオール成分は、９５．７／４．
３　ｗｔ／ｗｔのエチレングリコール／ジエチレングリコールであった。適用した接着材
の量は、２．５ｇ／ｍ２であった。接着剤を、コロナ処理したＨ９１７の表面に適用し、
フィルムを共に５００ｆｔ／分で積層体した。ニップロールの温度は、５４℃であった。
積層フィルムを、二日間、周囲温度で維持し、そして４３５℃の温室に移し、硬化プロセ
スが完了するまで５日間維持した。
【００６７】
例２
　コロナ処理した２ｍｉｌのポリエステルフィルムであって、例１と同じ組成のポリエス
テルを有するが、１．５μｍのＰＶｄＣコーティングをコロナ処理した側とは反対側に有
するポリエステルフィルムを、４ｍｉｌのＤＡＲＴＥＫ（商標）Ｈ９１７熱安定化ナイロ
ン６，６フィルムに積層した。積層接着剤は、ＭＯＲ－ＦＲＥＥ（商標）２２５及びＭＯ
Ｒ－ＦＲＥＥ（商標）Ｃ－３３を１：１で室温で混合した無溶剤接着剤である。接着剤の
量は、２．５ｇ／ｍ２である。この接着剤を、コロナ処理したＨ９１７表面及びＰＥＴフ
ィルム表面に適用する。ニップロールの温度は、５４℃である。複合積層体を、周囲温度
で２日間維持し、そして４３℃で５日間温室において、硬化プロセスを完了させる。
【００６８】
例３
　例１のポリエステルと同じ組成を有する２ｍｉｌのポリエステルフィルムを、４ｍｉｌ
のＤＡＲＴＥＫ（商標）Ｈ９１７熱安定化ナイロン６，６フィルムに積層した。例１と同
様のプロセスを続けた。
【００６９】
例４
　例２と同様のプロセスを用いて、例２で述べたようなコロナ処理した２ｍｉｌのＰＶｄ
Ｃコーティングポリエステルフィルムを、２ｍｉｌのＤＡＲＴＥＫ（商標）Ｈ９１７熱安
定化ナイロン６，６フィルムに積層した。
【００７０】
キャッピングウェブ
　例５～７は、本発明の熱成形性コポリエステル積層体と共に用いるのが適切なキャッピ
ングウェブを表している。
【００７１】
例５
　アモルファスコポリエステルシール層を有する１ｍｉｌの二軸延伸ＰＥＴフィルム（Ｍ
ＹＬＡＲ（商標）ＯＬ１３、ＤｕＰｏｎｔ　Ｔｅｉｊｉｎ　Ｆｉｌｍｓ、リッチモンド、
バージニア州）を、１ｍｉｌのＤＡＲＴＥＫ（商標）Ｈ９１７熱安定化ナイロン６，６フ
ィルムに積層した。例１に同様なプロセスを続けた。このポリエステルフィルムの非シー
ル側をコロナ処理して、そして積層体を形成する時に接着剤と接触させた。
【００７２】
例６
　アモルファスコポリエステルシール層を１つの面に有し、かつＰＶｄＣバリア層を他方
面に有する１ｍｉｌのポリエステルフィルム（ＭＹＬＡＲ（商標）ＯＢ１３、ＤｕＰｏｎ
ｔ　Ｔｅｉｊｉｎ　Ｆｉｌｍｓ、リッチモンド、バージニア州）を、１ｍｉｌのＤＡＲＴ
ＥＫ（商標）Ｈ９１７熱安定化ナイロン６，６フィルムに、バリア層をナイロンに接着さ
せて積層した。例２と同様のプロセスを続けた。
【００７３】
例７
　アモルファスコポリエステルヒートシール層を１つの面に有する１．２ｍｉｌのポリエ
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ステルフィルム（ＭＹＬＡＲ（商標）ＯＬ２２、ＤｕＰｏｎｔ　Ｔｅｉｊｉｎ　Ｆｉｌｍ
ｓ、リッチモンド、バージニア州）を、１ｍｉｌのＤＡＲＴＥＫ（商標）Ｈ９１７熱安定
化ナイロン６，６フィルムに積層した。例１と同様のプロセスを続けた。ＭＹＬＡＲ（商
標）ＯＬ２２の非シール側をコロナ処理して、そして積層体を形成する時に接着剤と接触
させた。
【００７４】
例８
　以下のように、例１のように作製した熱形成性コポリエステル積層体を、成形ウェブと
して用い、例５のように作製した積層体を、キャッピングウェブとして用いた。Ｍｕｌｔ
ｉｖａｃ　Ｒ５３０包装機械は、最深点が４インチである梨型モールドを備えており、形
成温度を１６０℃に設定した。約２．０秒の形成時間及び約１０ｍｂａｒの減圧度を用い
て、熱成形性積層体を加熱して、そして同じ場所で成形した。
【００７５】
　そして、その空洞に、約１ポンド１２オンスの重さを有する液漬けしたサーロインロー
ストの製品を入れた。ここでは、約１／２～１インチのヘッドスペースがあり、この包装
体を、約１．０秒の持続時間又はシール時間で、１８０℃でキャッピングウェブでシール
した。全加熱シールプレート（ｔｏｔａｌ　ｈｅａｔｉｎｇ　ｓｅａｌ　ｐｌａｔｅ）を
用いたが、通常の方法では、周辺シールプレート（ｐｅｒｉｍｅｔｅｒ　ｓｅａｌｉｎｇ
　ｐｌａｔｅ）を用いることができる。
【００７６】
　各約１ポンド１２オンスの重さを有する２つのサーロインローストを、調味料に漬けて
、上述のように減圧包装した。肉は、冷凍した固体であり、調理直前にその包装体から取
り出される。包装されたロースト肉、及び包装されていないロースト肉を、解凍せずに３
５０°Ｆに設定した通常のオーブンに並べて調理した。オーブン中で２５分後に、包装体
が、小さな通気口を通して通気することで自発的に開封した。そして、泡で膨らんだ上部
ウェブ中で、一部のスチームの下で調理を続けた。肉の内部温度が１６０°Ｆに達するの
に経過した時間は、包装したロースト肉と包装されていないロースト肉とで、それぞれ７
５分及び８３分であった。包装体中で調理されたロースト肉は、包装されていないロース
ト肉よりも、はっきりと美味しそうであり且つ湿っていた。
【００７７】
例９
　約９ポンドの重さのターキーのロースト肉を、調味料に漬けて、以下のように減圧包装
した。Ｍｕｌｔｉｖａｃ　Ｒ５３０包装機械は、最深点が４インチである梨型モールドを
備えており、形成温度を１６０℃に設定した。約２．０秒の形成時間及び約１０ｍｂａｒ
の減圧度を用いて、例１の積層フィルムを加熱して、そして同じ場所で成形した。
【００７８】
　そして、その空洞に製品を入れた。ここでは、約１／２～１インチのヘッドスペースが
あり、この包装体を、約２．０秒の持続時間又はシール時間で、１８０℃で、例７で作製
したキャッピングウェブでシールした。全加熱シールプレートを用いたが、通常の方法で
は、周辺シールプレートを用いることができる。
【００７９】
　包装した肉を、１９０°Ｆに設定したＡｌｋａｒ（商標）オーブンに６時間入れた。そ
の包装体を取り出し、冷凍庫で冷凍した。通気又はシール部の破裂は起こらなかった。こ
の包装体を冷凍庫から出して、再加熱のために２５０°Ｆに設定した通常のオーブンに入
れた。オーブン中で３０分後に、この包装体は、小さな通気口から通気することで自発的
に開封した。そして、泡で膨らんだ上部ウェブ中で、一部のスチームの下で、合計９０分
の再加熱のために、加熱を続けた。
【００８０】
　本発明は、特定の実施態様に言及して説明及び記載されているが、本発明はその示され
た詳細に限定されることを意図していない。むしろ、細部で様々な変更を、本発明から離
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れることなく、クレームの範囲内及び均等の範囲で、行うことができる。
　本発明の態様としては、以下の態様を挙げることができる：
《態様１》
　実質的に同一の広がりを有する以下の（ａ）～（ｃ）の層を、この順で含む、積層体：
　（ａ）第一表面及び第二表面を有する、非シール性の、自己支持性の熱成形性コポリエ
ステルフィルム層であって、前記第二表面は、前記積層体の露出した最も外側の表面を構
成している、熱成形性コポリエステルフィルム層；
　（ｂ）前記熱成形性コポリエステルフィルム層の前記第一表面上にある、積層接着層；
及び
　（ｃ）第一表面及び第二表面を有する、自己支持性の熱成形性構造フィルム層であって
、前記第一表面が前記積層接着層と接触している、熱成形性構造フィルム層、
ここで、
　ポリエチレンテレフタレートが、前記自己支持性の熱成形性コポリエステルフィルム層
の少なくとも８０重量％を構成し；
　前記熱成形性構造フィルム層は、ポリアミド、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリエ
チレンテレフタレート、アイオノマー、エチレンアクリル酸コポリマー、エチレンビニル
アセテートコポリマー、ポリスチレン、エチレンビニルアルコールコポリマー及びポリ塩
化ビニリデンからなる群より選択されるポリマーを含み；
　前記熱成形性コポリエステルフィルム層、前記構造フィルム層、及び前記積層体は、沸
騰水への５秒間の曝露によって、長さ及び幅でそれぞれ５％未満で収縮し；かつ
　前記積層体は、熱成形性であり、かつクロロホルム溶出性が２１ＣＦＲ１７７．１６３
０第ｈ（１）項で定義されている要件を満たす。
《態様２》
　前記構造フィルム層が、ポリアミドを含む、態様１に記載の積層体。
《態様３》
　前記構造フィルム層が、ナイロン６，６を含む、態様１又は２に記載の積層体。
《態様４》
　前記コポリエステルフィルム層及び前記構造フィルム層と実質的に同じ広がりを有する
バリア層を、前記構造フィルム層の前記コポリエステルフィルム層とは反対側にさらに含
み、前記バリア層は、延伸ポリエチレンテレフタレート、ポリ塩化ビニリデン、エチレン
ビニルアルコールコポリマー及びポリアミドからなる群より選択されるポリマーを含む、
態様１～３のいずれか一項に記載の積層体。
《態様５》
　前記コポリエステルフィルム層、前記積層接着層、前記構造フィルム層、及び前記バリ
ア層からなる態様４に記載の積層体。
《態様６》
　前記バリア層が、ポリ塩化ビニリデンを含む、態様４又は５に記載の積層体。
《態様７》
　前記バリア層が、前記構造フィルム層の前記第二表面にある、態様４～６のいずれか一
項に記載の積層体。
《態様８》
　前記コポリエステルフィルム層、前記積層接着層、及び前記構造フィルム層からなる、
態様１～３のいずれか一項に記載の積層体。
《態様９》
　前記積層体が、フランジ及び開口部を持つポケットを備えた熱成形した容器の形状であ
り、前記コポリエステルフィルム層の前記第二表面が、前記ポケットの内部表面及び前記
フランジの対になる表面を形成する、態様１～８のいずれか一項に記載の積層体。
《態様１０》
　態様９に記載の積層体、及びヒートシール性フィルムを含む包装体であって、
　前記容器の開口部が、前記ヒートシール性フィルムによって閉止され、前記ヒートシー
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ル性フィルムは、実質的に同じ広がりを持つヒートシール層をその表面に有する自己支持
性のポリマーフィルムを含み；
　前記ヒートシール性フィルムの前記ヒートシール層は、前記熱成形した容器の前記フラ
ンジの対になる表面に接触かつ結合しており；かつ
　前記ヒートシール性フィルムのクロロホルム溶出性は、２１ＣＦＲ１７７．１６３０第
ｈ（１）項で定義されている要件を満たす、
包装体。
《態様１１》
　前記ヒートシール層が、アモルファスコポリエステルを含む、態様１０に記載の包装体
。
《態様１２》
　前記包装体が、少なくとも２５０ｇ／２５ｍｍかつ最大２５００ｇ／２５ｍｍの結合強
度で、前記キャッピングウェブとヒートシール結合を形成することができる、態様１０又
は１１に記載の包装体。
《態様１３》
　内封した食品をさらに含む、態様１０～１２のいずれか一項に記載の包装体。
《態様１４》
　１５０°Ｆ（６５．６℃）～４５０°Ｆ（２３２．２℃）の範囲の温度で、前記ヒート
シール層が破裂して、そして通気する、態様１０～１３のいずれか一項に記載の包装体。
《態様１５》
　２１０°Ｆ（９８．９℃）超の温度でのみ前記ヒートシール層が破裂して、そして通気
する、態様１４に記載の包装体。
《態様１６》
　２５０°Ｆ（１２１．１℃）超の温度でのみ前記ヒートシール層が破裂して、そして通
気する、態様１４に記載の包装体。
《態様１７》
　前記食品が、食肉、鳥肉、又はシーフードである、態様１３～１６のいずれか一項に記
載の包装体。
《態様１８》
　態様９に記載の包装体の前記ポケットに前記食品を入れること、そして続いて前記フラ
ンジにフィルムをヒートシールすることによって前記開口部をシールすることを含む、食
品を包装する方法。
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